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転換期にある穀物情勢 －忍び寄る穀物不足時代－       所長 朝比奈 清 

 昨秋来、穀物

の価格が高騰し、

今年１月にはト

ウモロコシのシ

カゴ相場は 14

年ぶりの高値を

つけた。これを

受け、大豆の作

付が減るとの予想から大豆価格も急騰し、また既に干

ばつの影響を受けていた小麦価格も上昇した。今回の

穀物価格高騰のきっかけは石油価格の高騰である。成

長著しい中国の需要増大等に加え、中東情勢の変化や

投機資金の流入により一時１ﾊﾞﾚﾙ 70 ドルを超える高

値を付けたが、そこで脚光を浴びたのがバイオ燃料で

ある。これまで主に飼料用だったトウモロコシがバイ

オ燃料の原料として注目され奪い合いになり、既に米

国産の５分の１はバイオエタノール向けという。穀物

価格が石油情勢に直接左右される今までにない構図が

現出してきた。加えてレスター・ブラウンが 10 年以

上前に卓見したように 13 億の人口を擁し経済的離陸

を始めた中国の穀物需要の増大等により、今後益々需

給がタイトになることは確かで、国際的な穀物争奪の

時代が始まりつつある。 

 日本でも配合飼料価格が高騰したり、食用油の値上

げなど農家や家計に影響が出ているが、さらに見逃せ

ないのが遺伝子組換作物の作付け増で、今や米国大豆

の約９割、トウモロコシも最近５年で倍増し約５割を

占めるに至り、日本国民が必要とする非遺伝子組換大

豆等の調達は難しくなってきている。日本では主食の

コメが自給されているので国民にまだ危機感が乏しい

ようだが、これまでのように安易に食糧を海外に依存

できない時代に入ってきたと言える。 

 我が国では農家の高齢化が急速に進む中で、効率的

で安定した担い手や経営体を確保することが急務であ

る。拡大する耕作放棄地についても自給率向上のため

有効利用が図られるよう手を打たなければならない。

そのためには、ＩＴ、ＲＴ、新素材など新産業革命と

もいうべき革新的技術の導入を図りつつ、コストを抑

えた、使い易く環境にやさしい高性能農業機械の開

発・普及が必要不可欠である。生研センターもこうし

た観点から機械の開発研究をさらに進めていく必要が

あると考えている。 
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溝検出式作物列追従装置を開発 
 

１．はじめに 

中耕除草作業や培土作業（特に、正確な畝合わせ

が求められる株間除草作業や、作業機が谷側にずれや

すい等高線作業）等においては、作業機と作物列との

位置関係が適切でないと作物損傷や作業精度の低下が

発生する。また、それらの位置関係を確認しながらの

操舵は運転者に負担がかかり、作業速度も制限される。

そこで、これらの問題を改善するため、作業機を作物

列に追従させることのできる簡便な構造の溝検出式作

物列追従装置を開発したので、その特徴や性能を紹介

する。 

２．装置の概要 

本装置は、播種時に図１のような位置に取り付けた

溝切器で条間中央に切った溝を、中耕除草時等に溝追

従部（溝に沿って溝中を走行する溝追従輪等から成る、

図２、３）で検出し、市販のスライドフレーム（油圧

シリンダ等から成る、図２）によって、溝に対する作

業機の横方向のずれを修正することで、作業機を作物

列に追従させる装置である。 

溝追従輪には進行方向に対して約 10°のトーイン

をつけているため、溝への追従性が良く、溝追従輪を

図３のようにポテンショメータ付きの平行四辺形リン

クを介して作業機中心に取り付けることで、作業機と

溝との横方向のずれを検出することができる。そのず

れを元にスライドフレームの油圧シリンダを伸縮させ

て（電磁切り替え弁の ON－OFF 制御により行う）、溝

に対する作業機の横方向位置を合わせることで、溝に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほぼ平行な作物列に作業機を追従させようとするもの

である。 

３．装置の性能 

播種時に条間に溝を切った大豆（条間 75cm）栽培

中の畑において、作業速度 0.5、1.0、1.6m/s の３段

階で作物列追従試験を行い、スライドフレームの後ろ

側（制御あり）と前側（制御なし）に取付けたディス

クがほ場面につける溝軌跡と作物列との横方向の距離

を測定した。その結果、制御を行うことによって、作

物列に対する作業機横方向のずれの最大値と RMS(二

乗平均平方根：ずれの絶対値を平均したものと同じ)

が５～６割程度減少した（図４）。 

４．おわりに 

この技術は、中耕や培土作業以外でも、作物列に対

する作業機のずれが作業精度に影響するような作業に

活用できるものと考えている。 

（基礎技術研究部 手島 司） 

図１ 播種時作溝用の溝切器 
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図４ 作物列に対する作業機のずれの最大値と

RMS（二乗平均平方根） 
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図２ 溝検出式作物列追従装置の構成 
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収量コンバインの実証試験 

 

１．はじめに 

欧米諸国では、大型の普通コンバイン用に収量モ

ニタが市販されているが、計測方法や対象作物等が異

なるため、日本での収穫作業、特に稲への適応が困難

であった。また、収穫作業は従前通り、作物条件や天

候に左右されるため、どうしても能率優先になりやす

く、収量や水分等の客観的な情報を得ることはいまだ

に難しいのが現実である。 

 生研センターでは、以上のような観点から、日本型

の収量コンバインを開発すべく、次にあげる点に着目

した。①日本で最も普及している自脱コンバインに搭

載可能なもの、②測定精度が高く、出来るだけ安価な

システムであること、③操作が簡単であること、これ

らの開発目標のもと、収量コンバインを開発するとと

もに、実証試験に導入しモニターの意見をフィードバ

ックさせ実用に耐え得るものとしていった。なお、本

機の開発には、ヤンマー農機(株)と静岡製機(株)、モ

ニターには新潟県の神谷生産組合と宮城県の生産農家

（渋谷氏）の協力を得た。 

２．収量コンバインの構造 

１）全体構成 

 収量コンバインは、市販の自脱コンバインに搭載さ

れた質量測定部、水分測定部、制御・表示部により構

成される(図１)。質量測定部は、ロードセル方式でグ

レンタンク全量測定によっており、水分測定部は電気

抵抗式であり、21 緊プロ開発機の基本方式を採用し

た。各部から得られる情報は、収量（質量および反収

（kg/10a・水分 15％換算））、水分等である。操作は

ハンドル中央にある制御・表示部で行い、収穫情報ボ

タン、ほ場選択、作物選択の３ステップで簡単に行え

る。作業終了後には一筆毎の穀物質量、穀物の平均・

最高・最低水分、反収が表示され、印刷ボタンにより

その場で印刷可能である。また、１シーズン分のデー

タを保存することができ、適宜通信ポートからデータ

を収集できる。 

２）質量測定部 

 本機では穀粒タンクの一端を支持するロードセルへ

の荷重により、タンク内の穀粒の質量を測定する方式

で、本方式の利点は、①タンク内質量全体を測定する

ため、測定値を積算していく流量測定方式のような誤

差の累積がない、②収穫物の性状に左右されにくい、

③装置が比較的単純である、④センサ部への直接的な

籾の衝撃や粉塵がないため耐久性を高くできることが

挙げられる。 

３）水分測定部 

 水分測定部は、①15～35％w.b.の水分測定が可能で

あること、②比較的構造が簡素で小型であること、③

コンバインで収穫された時の穀物の状態（夾雑物等）

の影響を受けにくいことが必要であることから、電気

抵抗式を採用した。水分測定部は、グレンタンク内に

配置し、ほ場内の穀物を偏り無くサンプリングし、測

定することができる。 

３．実証試験での評価 

 平成 15 年度から実施している日本型水稲精密農業

実証試験においては、ほ場を一筆毎に管理する広域管

理中心に試験を実施している。平成 18 年度は、新潟

の生産組合及び宮城の生産農家において、約 100ha、

500 筆弱のほ場で問題なく稼働し収穫情報を得ている

（図２）。モニターの意見では、質量計、水分計の精

度はともに満足なものであった。操作については、簡

単操作で作業負担にならないとの意見も得ている。使

えば使うほどその価値と必要性が分かる機械という意

見も得ている。 

４．おわりに 

今後は、収量コンバインの実用化に向けて、現場

使用での問題点などモニター意見の集約等を行う予定

である。 

（生産システム研究部 日髙靖之、栗原英治）

図１ 収量コンバインの外観 
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図２ 収量コンバイン２台での作業（新潟） 
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バレイショの引抜き式茎葉処理機を開発 
 

１．はじめに 

 バレイショ等いも類の収穫前茎葉処理は、いもの品

質維持、皮剥け防止等の観点から重要な作業である。 

 昨今、消費者や市場流通からは、茎葉の機械処理を

求める等の動きがあり、消費者ニーズに合致した農産

物を供給するため、効率の良い茎葉処理機の開発は不

可欠となっている。 

 生研センターでは、次世代農業機械等緊急開発事業

の中で「いも類の収穫前茎葉処理機の開発」を実施し、

高精度な茎葉処理機を開発した。従来の茎葉処理機は、

地上部の茎葉のみを処理するチョッパータイプが主流

であるが、作物の生育停止が緩やかで、再萌芽する場

合やバレイショの品質面に影響する場合があるなど改

善が求められていた。今回、開発した茎葉処理機は従

来機とは異なる機構で茎葉を引き抜いて処理するもの

である。 

２．開発機の構造・性能 

 今回、開発した引抜き式茎葉処理機は、茎葉の引き

起し部、引き抜き部、細断部から構成される茎葉処理

機構を装備した２条用の作業機である。また、現場で

の様々なニーズに対応するため、自走型とトラクター

装着型の２タイプを開発した。 

 自走型は、ディバイダーと爪付きチェーンで茎葉を

引き起し、そり状の畝押え部品で畝を押えることによ

りバレイショの露出を抑制しつつ、ベルトで茎葉を挟

持して引き抜くことができる。そり状の畝押え部品で

畝を押えながら茎葉を引き抜く構造のため、マルチ栽

培にも対応可能である。引き抜いた茎葉をディスクカ

ッターで細断するとともに、ディスクカッター下方に

設けた水平に回転する切断刃で、拡散させながらほ場

へ放出することができる。 

 トラクター装着型は、畝の上面と側面をそれぞれ専

用のフレールモアで構成された細断部で茎葉を細断す

ることができる。細断後の株元を爪付きベルトで引き

起し、ボール状の部品から成る引き抜き部で挟持して

茎葉を引き抜くことができる。引き抜き部の後方に配

置した車輪状の畝押え部品で、茎葉の引き抜きととも

にまき上げて落下した土壌を鎮圧し、バレイショの露

出を抑制することができる。 

自走型、トラクター装着型とも、条間 72 または

75cm、かまぼこ形の畝形状、生食用の‘男爵’‘メー

クイン’で、処理率は 97～99％程度、バレイショの

露出は 1％程度の作業精度である。また、オペレータ

ー１名で作業が可能であり、作業能率は作業速度 1 

m/s で 50a/h 程度である。 

３．利用のメリット 

 開発した引抜き式茎葉処理機は、地下の根部まで処

理でき作物の生育を速やかに停止させることができる

ため、表皮硬化が促進され皮剥けし難くなり品質面で

有利な処理方法である。地上部だけを細断するチョッ

パーを用いて茎葉処理した場合と比較した実験では、

皮剥けの程度が少なく、出荷可能割合が増加する結果

が得られており、生産現場からも良好であるとの評価

を得た。また、茎葉や地下の根部が引き抜き処理され

ることにより収穫能率の向上に寄与する。チョッパー

処理したほ場の場合、バレイショとともに根部などの

夾雑物が収穫機で掘り上げられ、それらの分離および

除去に時間を要する場合がある。これに対して、開発

機を利用したほ場の場合は、夾雑物が少なく作業が容

易で収穫能率向上につながるとの評価を得ている。こ

のように、引抜き式茎葉処理機には多くの利用メリッ

トがある。 

４．おわりに 

 引抜き式茎葉処理機の開発に当たっては、栽培技術

を含め本機の利用技術を検討しておくことも重要であ

ると考え、道行政、農業改良普及センター、農業試験

場、農業協同組合、生産者、緊プロ参画企業、種苗管

理センター、北海道農業研究センターなどとともに茎

葉処理に関する研究会を設け意見交換、検討を行って

きた。引抜き式茎葉処理機の性能は、北海道の主力品

種において一定の水準に達したため、平成 19 年に実

用化する予定である。今後も生産現場の関係者ととも

に普及拡大に取り組んで行く考えである。 

（園芸工学研究部 貝沼秀夫） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 引抜き式茎葉処理機（左：自走型、右：トラクター装着型） 
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繋ぎ飼い飼養における新酪農システムの実証試験 
 

１．はじめに 

畜産工学研究部では、作業の軽労化、省力化、生産

性の向上、環境改善をねらいとして、細断型ロールベ

ーラ、搾乳ユニット自動搬送装置、高精度固液分離装

置などを緊プロ事業で開発した。これらは単独機種と

して導入利用され高い評価を受けているが、さらに、

これらの開発機種をシステムとして農家に導入するこ

とにより、土－草－牛の資源循環に基づくゆとり溢れ

る経営形態が生まれることが期待できる。そこで、２

戸の繋ぎ飼い牧場にそれぞれの経営形態にあった形で、

これらを導入し、飼料生産、搾乳、ふん尿処理・利用

までを含めた一連の酪農システムとしての効果を実証

する試験を行った。 

２．実証試験の概要 

１）栃木県Ｔ牧場（夫婦と娘の３名、酪農＋水稲の

複合経営、飼料畑約６ha、搾乳牛 39 頭）に、細断型

ロールベーラ、ベールラッパ、搾乳ユニット自動搬送

装置、高精度固液分離装置、堆肥化制御システム等を

導入した。ふん尿は高精度固液分離装置で固液分離し、

固形分をハウス乾燥後、育成牛舎の敷料として利用、

その後は通気型堆肥舎で堆肥化した。液分は栽培状況

を勘案しながら、適宜、飼料畑に散布した。 

２）群馬県Ｓ牧場（夫婦２名、酪農専業経営、飼料

畑約５ha、搾乳牛 31 頭）に、細断型ロールベーラ、

ベールラッパ、搾乳ユニット自動搬送装置を導入した。

ふん尿処理は、既存施設を利用したが、尿汚水のほ場

散布時の臭気対策として、曝気装置を設置し臭気軽減

策を施した。 

両牧場ともデントコーン、牧草の他、飼料イネも取

り入れるなど、積極的に自給飼料生産に取り組んでい

る。 

３．新酪農システムの効果 

１）ゆとりある酪農の実現 

細断型ロールベーラの導入により、良質なサイレー

ジを長期保存できるようになり、サイレージが不足し

がちな夏季においても良質なサイレージを搾乳牛へ安

定的に給与できるようになった。また、慣行作業で

40～50％を占めるサイロ詰めなどの人手による作業が

なくなり、収穫時期における奥さんの労働負荷も減少

するなど大幅に軽労化、省力化できた。 

搾乳ユニット自動搬送装置の導入により、２頭同時

搾乳ができるようになって作業者にゆとりができ、ス

トレスに敏感な牛が安心して搾乳器を受け入れるよう

になり、安定的な搾乳作業が可能となった。良質なサ

イレージの給与と安定した搾乳作業による相乗効果が

もたらす乳質、乳量の改善にも大きな期待が寄せられ

た。また、搾乳作業能率(頭/時)が約 50％改善し、搾

乳作業を大幅に省力化できた。 

これまで繁忙を極めた飼料収穫時期でも、必要に応

じて夫婦で収穫作業と搾乳作業を分業化して作業競合

を回避することが可能となり、ゆとりを持って作業を

行うことができた。 

２）ふん尿の効率的な処理・利用 

固液分離装置等の導入により、ふん尿の堆肥化、液

肥化が可能となり、これらの利用により飼料畑へ散布

する窒素、カリの化成肥料が不要となった。特にトウ

モロコシ畑は牧草畑に比べ２倍程度の堆肥、液肥を肥

料分として利用できるため、適正なトウモロコシ作付

面積を確保できれば、ふん尿をすべて経営内で処理・

利用することが可能であった。また、曝気装置の設置

により、臭気の発生が抑制され、畜舎及び飼料畑周辺

の環境問題も大幅に改善できた。 

３）これら機械・装置の導入によって、資源循環に

基づいた技術体系が、実際の経営において定着しうる

ことを確認した。さらに、経営が今後も長く継続でき

る効果が期待できる。 

４．おわりに 

本実証試験では、緊プロ開発機を実証試験協力牧場

に導入し、飼料生産、搾乳、ふん尿処理・利用までを

含めた一連のシステムとしてその効果を実証する試験

を行った。その結果、各作業において大幅な軽労化、

省力化が図られ、畜産環境を改善する新酪農システム

を構築することができた。輸入飼料の高騰が危惧され

る今日、本システムがわが国の畜産に大きく貢献する

ことを期待している。 

（畜産工学研究部 道宗直昭） 

 

 

飼料作物牛牛

土土

資源循環・有効利用

高精度固液分離装置、堆肥化制御ＳＹＳ

飼養管理の充実

良質サイレージの安定供給

飼料作物

飼料自給率向上ゆとりある酪農実現

搾乳Ｕ自動

搬送装置

牛

土 糞尿処理の適切化
と利用

細断型ＲＢ

飼料作物牛牛

土土

資源循環・有効利用

高精度固液分離装置、堆肥化制御ＳＹＳ

飼養管理の充実

良質サイレージの安定供給

飼料作物

飼料自給率向上ゆとりある酪農実現

搾乳Ｕ自動

搬送装置

牛

土 糞尿処理の適切化
と利用

細断型ＲＢ

図 新酪農システムの概要 
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日韓研究交流セミナーを開催 

 

１．はじめに 

 韓国農業工学研究所長以下６名を招き、「農業機械

の安全性に関する研究等の現状」と題して平成 18 年

10月 31 日に日韓研究交流セミナーを開催した。 

このセミナーは、独立行政法人農業・食品産業技

術総合研究機構 生物系特定産業技術研究支援センタ

ーと韓国農村振興庁 農業工学研究所が相互に協力し

て農業機械の安全性向上のための研究を進めることを

目的として、平成 17年 12月に両者で締結した「農業

機械の安全性向上に関する日韓研究協力協定」の一環

として実施したものである。 

上述の協力協定では、①両国は、農業機械の安全

性向上に関する共同研究の今後の可能性について、互

いに論議していくことを確認する、②研究の遂行にあ

たっては、両国の共通なテーマについて十分に協議を

行い、相互理解を得た上で実施することとする、③共

同研究の内容や実施方法については、今後、実務レベ

ルでの協議を重ねた上で決定することとする、の３点

を合意している。 

 

２．セミナーの概要 

 セミナーでは、以下の６課題の講演をお願いした。

参加者は生研センター役職員、メーカー、新聞社など

55 名であった。なお、講演は母国語でそれぞれ通訳

を付ける方式とし、また、講演資料は、日本語には韓

国語の訳を、韓国語には日本語の訳をそれぞれ添付す

る形のものとした。 

１）韓国における農業機械化の現況及び研究動向（韓

国農業工学研究所長 尹 眞河氏） 

韓国における農業情勢、主要農業機械の普及台数

や機械化研究の動向などについて説明があった。 

２）生研センターにおける農業機械に係わる安全研究 

（基礎研究部主任研究員 中野 丹氏） 

 農作業事故分析・シミュレート技術、安全性・快

適性向上技術、低振動・低騒音型刈払機の開発につ

いて説明があった。 

３）中央農業総合研究センターにおける農作業安全・ 

快適性に係わる研究（高度作業システム研究チーム 

長 小林 恭氏） 

  携帯電話を活用した農作業緊急情報システム、快 

適農作業ウエア、作業姿勢モニタの開発について説 

明があった。 

４）韓国における農業機械安全管理の現況（韓国農業

工学研究所主任研究員 金 赫柱氏） 

 農業機械の安全関連法規・制度、評価試験制度など

の報告があった。その中で、安全性向上を更に図

るために農業機械安全認証制度や運転免許制度な

どの導入を今後予定しているとの説明があった。 

５）韓国における農業機械の事故実態（韓国農業工学

研究所主任研究員 辛 昇燁氏） 

  農作業事故調査の方法、事故形態、被害状況など

の報告があった。その中で、日本と同様、韓国で

も農業現場の高齢化、婦女子化が進行しており、

その対策が必要との説明があった。 

６）農業機械の事故実態と安全装備調査結果概要（評

価試験部作業機第２試験室長 冨田 宗樹氏） 

  トラクタ転倒転落事故時の安全キャブ・フレーム 

の有効性やシートベルトの装着状況などについて 

説明があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 セミナー風景 

 

３．今後の研究協力 

 セミナー終了後、日を変えて、両国の事故調査方法

及び農業機械の安全・人間工学研究について意見交換

を行った。更に、両国の課題担当者間で、次回セミナ

ーの開催場所・時期、日韓共同研究課題、相互訪問に

ついて打合せを行った。 

その結果、①次回のセミナーを平成 19 年９月に韓

国農業工学研究所で行う、②農業機械の事故実態とそ

の分析・評価及び農用トラクタの安全装備の見直しを

共同研究課題とする、③相互訪問については適宜相談

に応じるものとする、の３点を確認した。 

 

４．おわりに 

今回のセミナーや意見交換会などを通じて、農業

機械の安全性や評価試験に係わる両国関係者の交流が

大いに深まったものと感じている。 

 

（評価試験部 高橋正光） 
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在外研究報告 

「大規模営農における作業履歴管理、生産物情報管理システムの開発」 
 

１．はじめに 

2006年４月８日から11月23日にかけて、米国Iowa 

State University(以下、ISU)のAgricultural and 

Bio-systems Departmentにおいて、表題にある課題を

携えて在外研究を行って参りましたので、概要を報告

いたします。 

２．概要 

今回の在外研究では、生研センターで開発が進め

られている日本型水稲精密農業実証試験において、情

報の活用を行うIT技術の開発を促進するために、栽培

や管理に関する情報のデータベース化手法、利用者へ

の効果的な表示手法を確立することを目的とした。

ISUにおける精密農業に関する技術蓄積や、他大学や

企業と共同で研究が進められているI-Farmと呼ばれる

システムに着目し、それらを参考にしつつ情報の蓄積

や閲覧を円滑に行うことができる作業履歴管理、生産

物情報管理システムの開発を行ったものである。 

３．開発したシステムの概要（図１、２） 

開発したシステムは、データベースサーバ、Webア

プリケーションサーバ、クライアントソフトウェア等

から構成され、ネットワークを介して情報の収集・蓄

積を行う。システムでは、農家、農業生産組合あるい

は法人等に設定されるプロジェクトと呼ぶ基本的な管

理単位を設け、機械、ほ場、資材、さらに作業履歴等

をデータベースに蓄積することができる。データベー

スは、複数のプロジェクトを登録、管理できる構成と

したため、１式のサーバを設置することにより広い地

域の経営組織の情報を集約して管理することが可能で

ある。 

クライアントプログラムは、データベースサーバ

のフロントエンドとして利用され、プロジェクトの初

期設定から作業履歴の入力表示まで、管理システムを

利用する際の全操作を行うことのできるプログラムで

ある。クライアントプログラムは、GISソフトウェア

としての基本的な表示および操作機能を備えており、

円滑な操作を実現するための高速な描画処理、直感的

な操作を支援するための多数のアイコンを利用するな

ど、利用者に受入れられやすいように配慮しつつ開発

を行った。 

開発プログラムでは、①プロジェクトを中心とし

た営農単位のデータベース化、②①に基づいた作業履

歴、生育情報等の登録、③登録した情報の可視化、④

情報に基づく解析等が可能である。 

４．今後の展開 

開発したシステムの利用により、情報の集中的な

管理、解析や利用者に分かりやすい形での提供が可能

となり、特にデータベースへの情報蓄積に専門的な知

識を必要とせず、画面上の操作のみで行える点や、農

作業の実態に即した作業履歴の入力操作等が容易に行

える点は、多くの農業者に利用していただくために有

効であると考えている。日本型水稲精密農業実証試験

は2006年度で完了するが、その実証試験地で情報管理

を行うシステムの継続利用を望む声が高かったことも

あり、今回の在外研究で開発した一連のソフトウェア

を後継システムとして導入し、情報利用の高度化へ向

けた検討を引き続き行う予定である。導入先から得ら

れる現場の声を元にシステムの完成度を高めたいと考

えている。 

５．おわりに 

今回の在外研究が、私にとっては初めての長期海

外滞在経験であり、生研センターとは異なる、大学と

いう環境で研究を行ったこともあり、戸惑うことも多

い８ヶ月間だったが、担当教授等多くの方に協力をい

ただいて、研究期間を無事に過ごすことができた。ま

た、日本から持参した研究テーマの他に、所属のグル

ープでの開発に携わり、ロボット制御や通信に関する

理解を深められたこと、コミュニケーションに必要な

英語力を養えたこと等、予想外の収穫もあった。この

経験を今後の研究に活かすとともに、派遣先の方々と

の関係を維持して行きたいと考えている。 

（生産システム研究部 林 和信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図２ クライアントプログラム表示例 

図１ システムの基本的なレイアウト

クライアント 

データベース

 

Webサービス 

サーバ 

地図等 

ファイルデータキャッシュ 

ネットワーク 
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国会議員団が研究所を来訪 
 

 2 月 14 日に国会議員 7 名の他、党関係者や農水省

関係者など多数が研究所を来訪されました。 

今回の来訪は、野菜・果樹・畑作小委員会、野菜振

興議員連盟、ロボット政策推進議員連盟に参画されて

いる議員の方々が、最新の農業ロボットを含めた農業

機械の開発状況を視察することを目的に実施されまし

た。 

 竹原理事による業務説明ののち、ロボットトラクタ

ー、搾乳ユニット自動搬送装置、水稲精密農業関連機

器、接ぎ木ロボットやイチゴ収穫ロボットを順にご覧

いただきました。 

その後、研究職員との意見交換会を花の木ホールに

て行い、腰を屈めるきつい農作業を改善すること、ロ

ボット技術を活用して低コスト化を図り輸入野菜に対

抗することなど、議員団より農業ロボット研究の進展

に期待を寄せる意見が出され、実りの多い意見交換を

行うことができました。 

 

参加議員：大野松茂議員、小野晋也議員、金子恭之議

員、並木正芳議員、広津素子議員、宮路和

明議員（以上、衆議院）小野清子議員（参

議院） （五十音順） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

埼玉県と事業連携協定を締結 
－農業機械の開発研究と普及の効果的な推進に向けて－ 

 

生研センターと埼玉県は、農業機械化に関する試験

研究及び成果の普及を効率的かつ効果的に進めること

を目的とした協定を締結しました。今後、①定期的な

技術・情報の交流、②共同研究・受託研究、③研究員

の交流などの事業を相互に連携して進めていくことと

しています。 

 協定は、昨年 9 月 25 日埼玉県農林部長室にて農研

機構竹原理事と埼玉県農林総合研究センター篠原所長

及び埼玉県農林部杉田部長との間で締結されました。 

定期的な技術・情報の交流事業について、第１回情

報交換会を昨年 10 月 26 日に生研センター、第２回情

報交換会を 2 月 7 日に埼玉県農林総合研究センターに

おいて開催しました。生研センターからは機械等開発

状況、埼玉県農林総合研究センターからは作物、栽培

技術等の開発状況をテーマに意見交換を行いました。

今後も、作物や作業に着目したテーマを定めて年に数

回の情報交換会を開催する予定です。 

共同研究及び受託研究については、現在、生研セン

ターが中心に開発している「せん定枝粉砕搬出機」の

果樹園における適応性試験が、埼玉県農林総合研究セ

ンターの協力によって進められていますが、今後は、

開発中の水田複合除草技術の現地適応性試験、開発し

た作物生育情報測定装置の適応性拡大試験、高精度固

液分離装置によって分離された液状分を飼料作物へ利

用するための試験等を幅広く連携して進めることなど

を検討しています。 

（企画部） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 協定書調印式の様子（右から農研機構竹

原理事、埼玉県農林部杉田部長、埼玉県

農林総合研究センター篠原所長） 

図２ 意見交換会の様子 

図１ ロボットトラクターの実演



 

9 

平成 18 年度の主な会議等の開催について 
 

１．現地検討会・中央検討会 

１）作業ナビゲータ実演会 

 開 催 日：平成 18年 10月 19 日 

 開催場所：北海道上川郡東川町第 1地区コミュニテ

ィセンターおよび農家ほ場 

 出 席 者：農林水産省関係部局、北海道開発局、都

道府県関係部局、試験研究機関、大学、

農業関係団体、農林漁業金融公庫、新農

機(株)、農機メーカー、生産者、報道関

係者 

 議   事：①作業ナビゲータの概要説明、②ナビゲ

ータ搭載トラクター作業の実演 

２）収量コンバイン現地検討会 

 開 催 日：平成 18年 10月 30 日 

 開催場所：岐阜県安八郡輪之内町農家ほ場および輪

之内町町民センター 

 出 席 者：農林水産省、道府県関係者、JA関係者、      

試験研究機関、大学、生産者、農業団体

関係者、企業関係者、報道関係者 

 議   事：①概要説明、②収量コンバインの実演、

③検討会 

３）繋ぎ飼い飼養における新酪農システム現地検討

会 

 開 催 日：平成 18年 12月 13 日 

 開催場所：栃木県真岡市井頭温泉チャットパレスお

よび高橋牧場 

 出 席 者：農林水産省、県関係者、JA関係者、試験

研究機関、生産者、大学、農業団体関係

者、企業関係者、報道関係者 

 議  事：①概要説明、②現地見学 

 

４）日本型水稲精密農業（PF）実証試験成果発表会 

 開 催 日：平成 18年 12月 14 日 

 開催場所：生研センター散布実験棟 

 出 席 者：農林水産省、県関係者、JA関係者、試験

研究機関、大学、生産者、農業団体関係

者、企業関係者、報道関係者 

 議   事：①IT農業機械の展示・説明、②成果発表

会 

 

２．生研センター研究報告会（予定） 

 開 催 日：平成 19年 3月 8日 

 開催場所：大宮ソニックシティ 

 出 席 者：農林水産省関係部局、都道府県関係部、

試験研究機関、大学、農業団体、農機関

連企業他 

 議   事： 

①情勢報告 

     (1)農林水産省生産局 

     (2)農林水産省農林水産技術会議事務局 

    ②生研センターの研究内容  

     (1)基礎技術研究部、特別研究チーム(ロボット) 

     (2)生産システム研究部 

     (3)園芸工学研究部 

     (4)畜産工学研究部 

     (5)評価試験部、特別研究チーム（安全） 

   (6)特別研究チーム（ドリフト） 

    ③研究報告 

     (1)農業機械等緊急開発事業完了課題報告 

     (2)研究成果の報告 

 

３．農業機械開発改良試験研究打合せ会議（予定） 

 開 催 日：平成 19年 3月 8日、9日 

  開催場所：[全体会議]大宮ソニックシティ 

[分科会]生研センター基礎技術研究館他 

  出 席 者：農林水産省関係部局、都道府県関係部局 

試験研究機関 

 議   事： 

[全体会議]（研究報告会とともに実施） 

[分 科 会] 

(1)水田作、畑作分科会 

－水田作・畑作における省力・低コスト化に関

する機械化新技術 

－中山間地域の水田作・畑作における機械化新

技術 

(2)園芸特作分科会 

－加工・業務用野菜生産の機械化技術 

(3)果樹分科会 

－高品質果実生産のための栽培技術と機械化 

(4)畜産分科会 

－乳房炎対策と衛生的乳質管理 

 

４．埼玉県農林総合研究センターと生研センターの情

報交換会 

 開 催 日：[第１回]平成 18年 10 月 26 日 

      [第２回]平成 19年 2月 7日 

 開催場所：[第１回]生研センター基礎技術研究館 

      [第２回]埼玉県農林総合研究センター 

 出 席 者：埼玉県農林総合研究センター 

 議   事：①生研センターの研究内容の紹介、②埼

玉県農林総合研究センターの研究内容の

紹介、③意見交換会 

 

５．研究会・セミナー等 

１）「農薬のドリフト対策と防除機」講演・実演会 

 開 催 日：平成 18年 5月 18日 

 開催場所：[講演会]鳥取大学農学部大会議室 

      [実演会]鳥取大学農学部附属フィールド

サイエンスセンター圃場 

 出 席 者：中国四国農政局関係官、鳥取県関係者、

JA関係者、鳥取県内農業者、鳥取大学他 

 議   事：①農薬のドリフト対策と防除機に関する

講演、②ドリフト低減型ノズルの実演、

③意見交換 

２）日韓研究交流セミナー 

 開 催 日：平成 18年 10月 31 日～11月 2日 

 開催場所：生研センター花の木ホール他 

 出 席 者：韓国農林振興庁農業工学研究所、韓国農



 

10  

林部農産経営課、試験研究機関、農林水

産省農林水産研修所、農機メーカー 

 議   事：①[セミナー]日韓の農業機械の安全性に

関する研究等の現状(10/31)、②日韓共

同研究課題打合せ会議(11/1)、③[見学

会]中央農研セ、産総研他(11/2) 

３）新技術セミナー（予定） 

 開 催 日：平成 19年 3月 7日 

 開催場所：大宮ソニックシティ 

 出 席 者：農林水産省関係部局、都道府県関係部局 

試験研究機関、独立行政法人試験研究機

関、大学、農業団体、農機関連企業他 

 議   事： 

①講 演 

(1)ロボット化技術を応用した農業機械の開発戦

略 

     (2)ロボット化技術の現状と今後の展望 

     (3)QRIO 誕生までの２足歩行技術 40年の歩みと

将来展望 

    ②総合討議 

 

６．研究課題評価委員会 

 開 催 日：平成 19年 2月 27日 

 開催場所：生研センター花の木ホール 

 出 席 者：外部評価委員、農林水産省生産局 

 議   事：①評価方法について、②研究課題の評価

について 

 

７．検査・鑑定業務関係 

平成 18年度農機具型式検査及び農業機械安全鑑定の

説明会 

 開 催 日：平成 18年 4月 20日 

 開催場所：生研センター花の木ホール 

 出 席 者：農林水産省生産局、農機関連メーカーお

よび団体 

 議   事：①型式検査・安全鑑定に係る最近の動向、

②平成 18年度型式検査・安全鑑定の実

施について 

 

８．緊プロ開発機公開行事 

 いも類の収穫処理前茎葉処理機 

 開 催 日：平成 18年 11月 9日 

 開催場所：生研センター花の木ホール 

 出 席 者：農林水産省関係部局、都道府県関係部

局、試験研究機関、大学、農業団体関係

者、農機関連企業、報道関係、新農機

(株)他 

 議   事：①いも類の収穫前茎葉処理機の説明、②

質疑応答、③開発機の展示 

 

 

知 的 財 産 権 

種 別 発 明 名 称 公開･登録日 公開･登録番号

【公開】       

特許 トラクタ H18.5.18 2006-125295 

特許 トラクタ及び運転支援装置 H18.5.18 2006-123724 

特許 コンバイン H18.6.8 2006-141250 

特許 脱臭材 H18.6.15 2006-150135 

特許 穀物乾燥機 H18.7.20 2006-189253 

特許 複合型耕耘装置 H18.8.10 2006-204231 

特許 穀物の乾燥方法及びその装置 H18.9.7 2006-234301 

特許 ゴムクローラ用切断刃 H18.9.7 2006-231490 

特許 
被処理物自動供給装置、被処理物自動供給システム、及び被処理物自 

動供給方法 
H18.9.7 2006-232513 

特許 茎葉処理機構 H18.9.14 2006-238896 

特許 接木苗製造装置 H18.9.14 2006-238805 

特許 接木苗製造装置 H18.9.14 2006-238806 

特許 ゴムクローラの分離装置とその分離方法 H18.10.5 2006-264678 

特許 刈払機 H18.10.5 2006-262859 

特許 田植機 H18.10.12 2006-271335 

特許 軌条移動装置の搬送装置 H18.10.12 2006-273030 

特許 穀粒選別装置 H18.10.12 2006-271315 

特許 物理・機械的作用による誘引と忌避を利用した害虫捕集・検出装置 H18.10.19 2006-280287 

特許 植物の切断方法およびそれに使用する切断装置 H18.11.2 2006-296418 

特許 植物の生育度測定装置 H18.11.24 2006-317195 

特許 移動体搭載用の生育度測定装置 H18.11.24 2006-314215 

特許 茎葉搬送装置 H18.12.14 2006-333761 

特許 畝押え機構 H18.12.14 2006-333760 

特許 畝押え機構 H18.12.14 2006-333759 

(H18.4～H19.1)
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特許 堆肥化施設における堆肥の部分攪拌制御方法 H18.12.14 2006-335600 

【登録】       

特許 ねぎ収穫機 H18.5.19 3803993 

特許 穀物乾燥機   H18.6.2 3811694 

特許 穀物乾燥機の放熱管取付け装置 H18.7.14 3828984 

特許 脱臭材 H18.7.21 3829961 

特許 遠赤外線利用穀物乾燥装置 H18.7.28 3833750 

特許 遠赤外線穀粒乾燥機 H18.8.4 3835636 

特許 ロールベーラ H18.8.18 3843056 

特許 脱臭装置 H18.9.1 3845683 

特許 結球野菜の調製装置 H18.9.15 3853052 

特許 単軌条用薬液散布装置  H18.9.15 3853145 

特許 根菜類の収穫機 H18.10.6 3862388 

特許 根菜類の収穫機 H18.10.6 3862387 

特許 根菜作物の収穫機 H18.10.13 3864178 

特許 農作業機における作物条追従方法 H18.10.13 3867016 

特許 ねぎ収穫機 H18.10.20 3868616 

特許 ねぎ収穫機 H18.10.20 3868615 

特許 土壌表面硬度測定装置及び測定方法 H18.11.10 3877389 

特許 ロールベーラ H18.12.1 3886508 

特許 葉菜類収穫装置 H18.12.8 3889149 

特許 野菜用調製装置 H18.12.22 3894392 

特許 野菜用調製装置 H18.12.22 3894393 

特許 籾摺り精米装置 H19.1.12 3902053 

 

 

 

人 の 動 き 
１．役 員 

発令年月日 氏名 新所属 旧所属 
H18.7.31 角 智就 (退任) 監事 
H18.8.1 宮本一良 監事   
H18.8.14 桂 直樹 (退任) 理事（基礎的研究担当） 
H18.8.15 小川 奎 理事（基礎的研究担当）   

２．職 員 

発令年月日 氏名 新所属 旧所属 
H18.4.1 長澤教夫 企画部企画第２課主任研究員           企画部企画第２課 

H18.4.1 高橋仁康 
畜産工学研究部主任研究員（飼料生産工

学） 
畜産工学研究部（飼料生産工学） 

H18.6.30 柳井弘之 （財務省主計局局付） 総務部審議役 
H18.6.30 小林誠一 （財務省理財局国債企画課課長補佐） 総務部資金管理課長 
H18.7.1 濵田英男 総務部審議役 （財務省主計局局付） 
H18.7.1 豊田忠治 総務部資金管理課長  （財務省理財局国債業務課課長補佐） 
H18.9.30 藤田光輝 （(独)農薬検査所総務課経理係長） 総務部会計課経理チーム主査 

H18.9.30 柴田 勝 
（農林水産省農林水産技術会議事務局研究

開発課総務班会計係長） 
総務部資金管理課資金管理第１係長 

H18.10.1 藥師寺晴美 総務部総務課長 （(独)農業生物資源研究所管理室長） 
H18.10.1 染谷 剛 総務部会計課経理チーム主査 （(独)農薬検査所総務課経理係長） 
H18.10.1 道明秀享 総務部会計課経理チーム主査 総務部会計課経理チーム員 

H18.10.1 池之野真 総務部資金管理課資金管理第１係長 
畜産草地研究所企画管理部業務推進

室運営チーム主査 
H18.10.1 濱森保海 果樹研究所企画管理部管理課長 総務部総務課長 

H18.11.1 大野裕子 
園芸工学研究部（園芸調製貯蔵工学）（任期

付職員、任期：H19.4.30 まで）   
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H18.12.30 福元啓介 
（農林水産省（九州農政局生産経営流通部

農産課付）） 
新技術開発部技術開発課技術開発企

画係 
H19.1.15 伊藤 洋 （農林水産省生産局付） 選考・評価委員会事務局長 

H19.1.15 石渡保敬 （農林水産省大臣官房国際部国際政策課） 
新技術開発部民間研究促進第１課民

間研究企画係 
H19.1.16 長谷川裕 選考･評価委員会事務局長兼農業者大学校 農業者大学校事務局長 
H19.1.16 加藤俊典 企画部企画第１課長 新技術開発部民間研究促進第１課長 
H19.1.16 能登俊仁 新技術開発部民間研究促進第１課長 新技術開発部基礎研究課長 
H19.1.16 石川清康 新技術開発部基礎研究課長 企画部企画第１課長 

H19.1.16 向江拓郎 
新技術開発部民間研究促進第１課民間研

究企画係 
（農林水産省消費・安全局畜水産安全

管理課） 
 

 

技 術 講 習 生 

氏  名 所  属 期  間 講 習 内 容 

大出智史 芝浦工業大学
H18.5.22～7.31 

H18.9.1～19.2.28 

屋外走行車両の自動走行制御に関する専門技術・知識の

習得 

山田祐一 芝浦工業大学
H18.6.1～7.30 

H18.9.1～19.2.28 

果樹用車両の姿勢制御及び操舵制御に関する専門知識の

習得 

鷹木亮介 東京農業大学
H18.6.1～7.21 

H18.10.1～19.3.1 

ステレオカメラを利用した傾斜角度、路肩、障害物の検出技

術の開発 

諸田信仁 東京農業大学
H18.6.1～7.21 

H18.10.1～19.3.1  
乗用トラクタの乗降動作分析、キャビンドア等の改良 

長田琢育 鳥取大学 H18.8.28～9.8 農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

三浦謙二 鳥取大学 H18.8.28～9.8  農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

石田隼之 宇都宮大学 H18.8.28～9.8 農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

丸山一樹 宇都宮大学 H18.8.28～9.8 農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

渡邉彰裕 宇都宮大学 H18.8.28～9.8 農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

陸 洋輔 新潟大学 H18.9.11～22 農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

堂本槙一郎 首都大学東京 H18.9.25～29 農業分野の人間工学に関する研修 

坂本多佳子 首都大学東京 H18.9.25～29 農業分野の人間工学に関する研修 

青山 理 埼玉大学 H18.9.15～28 農業機械分野の研究・開発の現場の体験 

田村玲子 東京農工大学
H18.11.15 

～H19.1.31 
お茶の抗酸化作用が及ぼす米の品質特性について 

菊間浩子 東京農工大学
H18.11.15 

～H19.1.31 
除草方法と乾燥方法の違いによる米の品質特性について 

 

 

出 版 案 内 

１）平成 17 年度農業機械化研究所年報    （平 18.6） ￥321 

２）農業機械化研究所研究報告 

第 35 号 長大型飼料作物に対応したロールベーラの開発研究 （平 19.2） ￥878 

３）試験研究成績 

 18-1 野菜類の斉一育苗技術の開発（第 2報）   （平 18.4） ￥315 

 ４）OECD レポート KUBOTA IC75MZ Cab    （平 19.2） ￥937 
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